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   平成13年第5回西原町議会は9月18日に招集され、10月2日までの15日間の会期で開催�

歳出決算額　78億2,814万9千円！�歳出決算額　78億2,814万9千円！� 歳入決算額　80億3,372万6千円！�歳入決算額　80億3,372万6千円！�

交通安全対策特別交付金�
3,270千円（0.0％）�

決算審査報告�公設民営化とサービスの充実�

　審査においては、３年ぶり（9.9％）の当初予算増の要因は、教育費の学校改築等２億5,330万円、さら
に民生費で 坂田保育所・児童館関係で２億4,436万円、又土木費でマリンタウン用地購入関係で１億677
万円等であったが、最終補正（平成13年３月12日）において繰越明許費が４億5,000万円余り計上されて
おり、その大部分が民生費の坂田保育所・児童館関係であり、土木関係費においては用地購入費である。�
　坂田保育所・児童館建設における問題として、当初契約の工期を平成12年10月27日～13年３月31日と契約を締結
した。その後、擁壁調査により新たな設計及び擁壁工事が必要となり、工期期間の改定14年１月30日となり、約10
ヵ月も遅れる形となる。監査報告にもあるが、土地の評価鑑定時、工事設計時あるいは土質調査時等において、そ
れぞれの専門家としての立場からも判断することは不可能だったのか、本体工事については今後問題の原因等につ
いて十分検証を行ない、最少の経費で最大の効果を求める行政効果を強く要望したい。�
　さらに用地購入等については、その担当課のねばり強い対応が必要ではあるが、用地係等の専門職が必要。�

今後なお一層の徴収業務の強化をY
〈計画的・効率的な財政運営をZ〉〈合併も検討Z 〉�

　町税の収入率の状況等について、調定額に対する収入率88.1％で前年度89.2％より1.1ポイ
ント減少している事や、収入率が平成９年度をピークに減少している。又本年度の滞納増加
額は3,838万7,000円となり、数年の比較では多額となっている。�
　個人町民税や町税の50％強を占める固定資産税においても、収入率は低下、毎年減少して
いる。対策として口座振替、納付勧奨を徹底して推進、特に高額滞納者に対しては処分の強化、
優先処理等の一層の具体的な取り組みが急務。�
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　町の財政状況は、経済状況からしても今後、税収増は見込めない。しかしマリンタウン、下
水道、町道、又福祉問題、町民サービスの向上、ゴミ問題と諸課題を抱えており、厳しい財政
状況が続くと分析される。又繰越額についても、年度内予算執行を強く要望する。さらに自由
討議の中で、河川・公害・ダイオキシン対策等の地球環境問題・地域ＩＴ戦略への対応など情
報の高度化・多様化する広域的課題に対して今の体制で十分対応できるか、又町では個々の職

員が多数の事務を兼務しており、分権時代の専門職や公務能力、技術能力など、専門職員を確保す
ることが難しく、どうしても行政サービス維持向上のための合併による行政基盤の強化も必要との意見も
出されました。まずは財政、行政執行の健全化に向け、経費節減や歳入の確保などの取り組み強化を強く
要望し、12年度一般会計決算を認定しました。�

　保育園の公立と私立（認可）との運営費の比較、特に支弁額関係の中で、公立２園（164人）で2億500万円、認
可の４園（358人）で３億4,900万円となり、60人定員の比較現状で公立と認可では年額2,160万円の差がある。�
　おりしも保育園の民営化（認可）をめざし那覇市、具志川市などが検討しており、民間委託では、「サービス
の質を落とすことなく人件費などのコストの低減が見込める。」との意見もあり、検討に値する。�

　監査委員に対しては、これまでの定例監査及び出納検査で指摘したいろいろな事項をもう一度確かめ、集約さ
れた意見書として議会に提出しているが、まず第一に予算が的確に執行されているかどうか、予算に定められた
目的に従って事務や事業が最も効果的、経済的にしかも合法的に執行されているかどうか、さらに、収入支出の
適法性ほか財政の運営が健全に執行され、最少の経費で最大の効果を発揮しているか、功罪を率直に公正に指摘
する行政監査に着眼した監査の必要性が望まれることを要望した。そのためにも、監査事務局の早期確立を要望した。�

行政監査の実施をZ行政監査の実施をZ
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坂田保育所・児童館建設�

歳 入�
8,033,726千円�
（100％）�

町税�
2,427,337千円�
（30.2％）�

地方譲与税�
107,479千円�
（1.3％）�

利子割交付金�
36,448千円�
（0.5％）�

地方消費税交付金�
   222,732千円（2.8％）�

ゴルフ場利用税交付金�
   48,400千円（0.6％）�

自動車取得税交付金�
   22,796千円（0.3％）�地方特例交付金�

   82,053千円（1.0％）�

地方交付税�
2,439,163千円�
（30.4％）�

分担金及び負担金�
  103,151千円（1.3％）�

使用料及び手数料�
  47,814千円（0.6％）�

国庫支出金�
1,052,861千円�
（13.1％）�

県支出金�
542,596千円�
（6.8％）�

財産収入�
  8,163千円（0.1％）�
寄附金�
　2,440千円（0.0％）�

繰入金�
57,897千円�
（0.7％）�

繰越金�
280,050千円�
（3.5％）�

諸収入�
196,246千円�
（2.4％）�

町債�
352,830千円�
（4.4％）�

歳 出�
7,828,149千円�
（100％）�

議会費�
133,981千円�
（1.7％）�

総務費�
1,055,848千円�
（13.5％）�

民生費�
1,758,298千円�
（22.5％）�

衛生費�
484,550千円�
（6.2％）�

労働費�
19,591千円�
（0.3％）�

農林水産業費�
321,619千円�
（4.1％）�

商工費�
14,165千円�
（0.2％）�

土木費�
1,281,865千円�
（16.4％）�

消防費�
396,775千円�
（5.1％）�

教育費�
1,450,310千円�
（18.5％）�

災害復旧費�
24,002千円�
（0.3％）�

公債費�
887,145千円�
（11.3％）�
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